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研究成果の概要（和文）：本研究プロジェクトは，持続可能な交通を実現・維持するための制度構築ならびにそ
の運営について検討を行ったもので，先行する欧米との国際比較を踏まえつつ，公的規制の評価，持続可能な交
通における公民の役割分担のあり方，交通企業のビジネスモデルの検討，交通の社会的費用の把握，交通行動モ
デルの構築等の研究を行った。その結果，公的規制が厚生改善のためにだけ行われているとは言い難いことや大
手私鉄のグループ内における人事交流が組織内の取引費用を削減する可能性を持っていることなどの知見を得
た。

研究成果の概要（英文）：This research project examined sustainable transport policy based on the 
evaluations of Japanese transport policies and international comparison studies. Several interesting
 findings are obtained by our empirical analyses.  Especially, 1) state regulations on the public 
utility industry tend to be captured largely by private interest theory, instead of social welfare 
in mind, as assumed in conventional neoclassical welfare economics; 2) there are very few conflicts 
and, thus, low transaction costs in the group of large private railways, as the transferring 
managers engage in informal communications to align the related business units before the conflicts 
are actualized; 3) external costs increase at an accelerated rate as traffic volume increases and 
total external costs for the entire motorway network are about 823,128 million yen (about 0.2% of 
Japan’s GDP).

研究分野： 交通論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
わが国の公共交通政策が採算性（したがって内部補助）に依存していることが，社会的共通資本である地域公共
交通の持続可能性を危うくしていることや，政府規制が厚生経済学で想定されているような厚生改善のためにあ
るとは言い難いこと，私鉄経営の効率性と組織内の人事異動の価値を明らかにすることができた。これらは，持
続可能な交通に関する学術的解明に貢献しているだけではなく，今後わが国が新たな政策パラダイムへ移行する
際に重要なポイントとなる，公民の役割分担の検討にとって貴重な示唆を与えるものである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
環境面で持続可能な交通体系の実現は重要な課題であるが，そのトータルコストや人々の移

動ニーズを無視して移行しては，環境的によくても，社会・経済的には持続可能な交通体系と
はならない。そこには多方面から慎重に検討された総合的な交通政策が不可欠であり，交通論
分野における最重要な研究課題の一つとなっている。その際，複合的な運輸交通体系が有機的
に連携して，持続可能な社会実現の目的に資するように，制度設計・運用することが重要であ
る。そのためには諸政策が，交通事業者ならびに交通行動，さらに社会にどのような効果をも
たらすかを明らかにし，この知見に基づいた制度設計を検討することが必要になる。 
われわれは，2009～2011 年度の基盤研究(B)に採択されたことを機に当分野の共同研究に着

手し，続いて採択された基盤研究(B) （2012～2014 年度）で，政策的示唆を導出するための基
礎的分析に努めた。2013 年 9 月に開催された International Conference Series on Competition 
and Ownership in Land Passenger Transport（通称：Thredbo 隔年開催）の第 13 回大会では，
水谷(文)が共著者となっている論文が Plenary-Papers として会議を引っ張る役割を果たし，
2015 年 2 月には，英国リーズ大学の Nash 教授，Smith 准教授（当時），オランダ・デルフト工
科大学 van de Velde 氏，スペイン・バレンシア大学の Santos 教授といった本分野第一線の研
究者を招いた『鉄道政策ワークショップ』を神戸で開催するなど，一定の成果をあげてきた。
しかしながら，持続可能な社会構築に資する交通体系を実現するための政策提言に研究成果を
つなげていくためには，各種政策の交通産業ならびに交通行動等に関する影響のさらなる解明
や，本分野の議論で先行している諸外国における制度構築の比較研究等，さらに研究を蓄積す
る必要があることも明らかとなっていた。 
 
２．研究の目的 
持続可能な交通（Sustainable Transport）の定義については一意に定まったものがあるとは

いえないかもしれないが，共通するのは，適切な費用負担のもと，効率的で，可能な範囲で複
数の選択肢を持ち，社会経済活動をしっかりと支え，環境面でも持続可能性に配慮されたシス
テムといった考え方であり，多くの国で交通政策の鍵概念となっている。本研究プロジェクト
は，これまでわれわれが，相互に連携しながら取組んできた基盤的研究をさらに発展させ，持
続可能な交通を実現・維持するための制度構築ならびにその運営についての検討を重ね，本分
野の研究の発展に資するとともに，実践的課題へ貢献していくことを目指している。より具体
的には，先行する欧米との国際比較を踏まえつつ，持続可能な交通における公民の役割分担の
あり方，交通事業者ならびに社会経済的な持続可能性のメカニズムの解明，持続可能な交通の
ための制度構築に関する示唆の導出をその課題とした。 
 
 
３．研究の方法 
研究チームを大きく 3班にわけて研究を推進した。すなわち，交通産業における規制制度の

あり方や持続可能な交通のための政府の役割を分析する政府班，持続可能な交通企業（公企業
を含む）の新たなビジネスモデルや規制に対する企業行動を中心に分析を行う企業班，利用者
や社会の持続可能性を分析するための基礎となる交通行動モデルの開発，交通の社会的費用の
把握を主に行う社会班である。各班ともに，先行研究・政策情報に関する文献研究のみならず，
研究者・技術者との意見交換によって，持続可能な交通体系の実現に資する多様な制度とその
課題の抽出，これを巡る議論を整理することで，理論面と実証面のバランスをとることを心が
けた。そして，これまでわれわれが行ってきた政策分析モデルに関する基盤的研究を発展させ，
その改善を行うこととした。また，リーズ大学の Nash 教授，Smith 教授や，van de Velde 氏
をはじめとした，本分野の政策構築でその議論が先行していると言われる欧米の，第一線の研
究者との連携を図り，国際的な視座に基づく研究となることを心がけた。さらに，節目ごとに
研究セミナーを近隣の若手研究者等を招いて実施し，本分野に関心を持つ研究者層の充実にも
配慮した。 
 
４．研究成果 
 政府班の代表的な研究成果としては例えば，次のようなものがある。まず論文②は，実際の
規制が，厚生経済学で想定されている通り，市場の失敗のもとでの厚生の改善のために行われ
ているのか，それとも政府，企業，消費者，地域住民等のさまざまな利益団体間の権力均衡の
結果なのかについて実証分析を行ったもので，産業全体で前者の説明力は平均 46〜78％程度で，
公益事業の方が非公益事業の産業平均よりそのウェイトが低いことを明らかにした。厚生改善
だけが社会的に求められている目標ではないとしても，この結果は，持続可能な交通に関する
制度の検討にとって重要な情報となる。さらに，国際共著図書に収録された論文⑩では，交通
サービスのような公共サービス供給における公民をはじめとした多様な属性のプレーヤーのは
たす可能性を，わが国の人口閑散地域を対象にして明らかにした。論文㉑では先進国のなかで
特異ともいえるほど採算性に依存したわが国の公共交通政策の現状と課題を明らかにし，さら
に鉄道政策を中心に今後の方向性について論文③で検討した。論文⑪は鉄道へのモーダルシフ
ト推進が政策課題となるなか，現在導入されている線路使用料におけるアボイダブル・コスト・
ルールが，JR貨物への線路容量の過少供給を誘発している逆機能を明らかにしたもので，あわ



せて線路投資の課題を明らかにした論文を 2019 年度の国際学会で報告する予定である。 
 続いて企業班の成果としては，各国の都市公共交通システムが公共主導でサービス供給体制
が構築されているなか，設備投資やサービス設計についてまでも自立的に行っているわが国の
私鉄は，都市交通の新たな運営手法として注目されているが，わが国地域交通におけるその役
割と意義を明らかにした論文⑳が，韓国で出版された書籍に収録された。論文⑤は，大手私鉄
のグループ内における人事交流が，グループ内の組織間でコンフリクトが起きる前に非公式な
コミュニケーションによりこれを緩和することで，組織内の取引費用を引き下げていること，
人事交流以外でも，例えば人材育成の工夫で同様の効果をもたらす可能性があることを明らか
にしたものである。また論文㉓では，大手私鉄による多角化の進展が，その鉄道投資増につな
がる傾向があること，鉄道事業で得た資金は再投資だけでなく多角化事業にも配分されている
ことを明らかにし，規制政策の変更が私鉄の戦略にはたして影響を与えているのかを議論した
論文を国際学会において発表した（学会発表⑥）。 
 最後に社会班での代表的な論文としては，まず，日本の高速道路の外部費用（交通事故，大
気汚染，騒音，地球温暖化，交通渋滞）の推定を行った論文⑮がある。ここでは，交通量が増
加するにつれて外部費用が加速度的に増加すること，もっとも大きな要素は交通混雑でその次
は交通事故と大気汚染であること，高速道路ネットワーク全体の外部費用は日本の GDP の約
0.2％，約 8,200 億円にのぼることなどを明らかにした。また論文⑫は，博多港を対象に，クル
ーズ船による大気汚染の外部費用を推定したもので，クルーズ船１隻あたり 194 万円，乗客定
員 1人あたり 662 円となること，とくに夏期に影響が大きくなることを明らかにした。交通行
動に関わるものとしては，費用や時間に対する感度は，駅間距離が長くなるにつれて小さくな
ることが知られているが，論文⑭は，これを英国の鉄道駅間 Ticket sales データを用いて実証
した国際共同研究である。国際学会で発表した⑤は，宜野湾市・那覇市間を対象に BRT 導入効
果を，選好意識調査を実施することで分析したもので，最短所要時間が同じでも，遅れの可能
性がなくなることで，バス利用が大きく増加することを定量的に示した。 
 これら以外にも，次項であげているように，本研究プロジェクトの目的に即した，多くの論
文をまとめ，公表することができた。 
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